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香港税務 

 

株式報酬取引に関する内国歳入庁の

見解のアップデート： 
機会と不確実性 
 
 
背景 
 
香港財務報告基準第 2 号「株式報酬」が発効した 2005 年 1 月 1 日以
降、企業は株式報酬取引を財務諸表上認識することが求められている。
しかしながら、内国歳入法 (Inland Revenue Ordinance = IRO) と取扱通
達 (Departmental Interpretations and Practice Notes = DIPN) のいずれに
おいても株式報酬取引に関する税務上の取扱いについて特別な規定やガ
イドラインは含まれていない。内国歳入庁 (Inland Revenue Department 
= IRD) はこのような取引の税務上の取扱いに関する見解をウェブサイト
上で FAQ 及び税務代理人に対する税務情報という形（以下「ウェブサ
イト情報」）で示している。 
 
ウェブサイト情報によると、新株発行により履行されたストック・オプ
ションや株式報酬義務（すなわち、持分決済型の株式報酬取引）に関し
て認識された株式報酬は、IRO§16(1)において定める支出又は費用が発
生しているとは言えないから損金不算入という立場を取っている。スト
ック・オプションや株式報酬義務が市場から株式を取得することにより
履行された場合には、取得に要した支出額はストック・オプションが行
使されたとき又は株式報酬付与の条件が満たされたときにおいて損金算
入することができる。 
 
ストック・オプションや株式報酬義務はしばしばグループ会社間の付替
え（リチャージ）により履行されることがある。言い換えると、雇用企
業（通常は事業子会社）が別のグループ企業（通常は上場親会社）によ
って発行又は取得された株式の金銭的価値（場合によってマークアップ
した額）を請求されるという取引である。ウェブサイト情報によると、
株式報酬のリチャージ費用の損金算入可否に関する IRD の見解は以下の
とおりである。 
 

• リチャージに関する書面の契約書がなくてはならない。 
• グループ企業による新株発行又は市場による既発行株式の取得の
いずれにおいてもリチャージ額は損金算入できる（以前、IRD は
新株発行に関するリチャージは損金不算入との立場を取ってい
た）。 

• 損金算入のタイミングはストック・オプションが行使されたとき
又は株式報酬が付与されたときである。 

• 損金算入額は過大であってはならない。 
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• 取得又は付与された株式がその後放棄又は取り消された場合、既に損金算入された額は売買収入と
して課税所得に加算しなければならない。 

• 租税回避目的のために実行された株式報酬取引は IRD によって調査される可能性があり、IRD は取
得された税務上の利得に対抗するための措置を取る可能性がある。  

 
2013 年の IRD と香港公認会計士協会との会合（2013 年年次会合）において、IRD は株式報酬のリチャ
ージ取引に関する更なる見解を示した。この Tax Analysis では 2013 年年次会合において議論された論
点を要約して紹介する。 
 
損金算入のタイミング 
 
IRD は、株式報酬のリチャージの損金算入はストック・オプションが行使されたとき又は株式報酬が付
与されたときに雇用企業においてのみ認められるとの見解を維持した。この取扱いは疑義のあるところ
である。Lo & Lo v. Commissioner of Inland Revenue [1984] 2 HKTC 34 (Lo & Lo事案)において、香港の
高等法院は費用はそれが支払われたとき又は支払義務が生じたとき（すなわち、雇用企業が無条件にリ
チャージ費用を支払うべきこととなったとき）に発生したものとされるとした。したがって、リチャー
ジ契約上の諸条件によるが、ストック・オプション行使又は株式報酬付与のタイミングはリチャージ費
用の損金算入のタイミングに直接的に影響を与えるべきでないと言える。Lo & Lo 事案の判決で示され
た原則と矛盾する可能性があるからである。 
 
損金算入額は過大であってはならない 
 
2013 年年次会合において、リチャージ取引がグループの従業員株式報酬プログラムに採用されている場
合、ストック・オプション行使時又は株式報酬付与時に雇用企業において費用が発生するということを
IRD は確認した。雇用企業において発生したリチャージ費用は金額が過大でなく、かつ、上記の条件が
満たされた場合に損金算入することができる。 
 
雇用企業において損金算入可能な金額はリチャージ契約において実際に負担することとなるリチャージ
額である。もし上場親会社が市場で取得した株式の価額が実際のリチャージ額より小さい場合、リチャ
ージ額は過大であるとみなされる可能性がある。商業的かつ現実的なリチャージ契約であれば、市場の
状況に関してリチャージ額を調整する条項が含まれるべきと IRD は考えているからである。他方、もし
上場子会社が市場から取得した自己株式の実際の取得価額がリチャージ額より大きい場合、損金算入額
はリチャージ契約における実際のリチャージ額であるというのが IRD の見解である。IRD はリチャージ
契約において予め決められた額の上方修正条項が含まれる場合に追加的な損金算入が認められる否かに
ついては考察しなかった。 
 
リチャージ収入に対する課税 
 
雇用企業のストック・オプション義務が上場親会社の新株発行によって履行された場合、上場親会社が
受領するリチャージ額は資本的収入として非課税と考えられると IRD は述べた。しかしながら、上場親
会社が市場から株式を取得した場合は、リチャージ収入に対する課税は上場親会社が売買目的で株式を
取得したのかストック・オプション義務の履行のみを目的として取得したのかによるとした。また、異
なる事実関係を示唆する状況がない限り、ストック・オプション義務の履行のための株式取得を売買目
的とみなすことは通常ないということを明らかにした。しかしながら、IRD はリチャージ額の中に上場
親会社により提供されたグループ内役務提供の対価が含まれていないかどうか注視する必要はあるとい
うことを指摘した。そのような対価は香港事業所得税の対象となる。 
 
おそらく、IRD のコメントは香港において事業を行う上場親会社のみに適用される。香港で事業を行わ
ない海外の上場親会社は影響を受けないだろう。しかし、海外の税務上の影響については考慮する必要
がある。 
 
子会社間での従業員の転籍 
 
ある雇用企業から株式報酬を受領していた従業員がグループ内の別の企業に転籍し、上場親会社が双方
のグループ企業に費用を請求する場合、各雇用企業におけるリチャージ額の損金算入可否はリチャージ
契約上の諸条件によるとした。 
 
IRDのガイドライン 
 
IRD は株式報酬取引の税務上の取扱いについて DIPN を発行する予定はないとした。株式報酬プログラ
ムは種々多様であり、すべての状況に適合する例を DIPN の形で示すことは難しいからである。しか
し、IRD は今後もウェブサイト上で納税者に対して一般的情報を提供していくとした。また、個別ケー
スについては事前確認制度を利用するか、不確実性がある場合には税務当局と直接議論することを推奨
するとした。 



 
 
考察とアドバイス 
 
ウェブサイト情報や 2013 年年次会合での IRD のコメントは法律ではなく法的拘束力はないが、異なる
媒体を通じて株式報酬の税務上の取扱いに関して IRD が見解の更なる明確化を図っていることは歓迎で
きる。しかしながら、いくつかの論点はまだ解決されておらず、議論の余地がある。 
 

• 株式報酬のリチャージ費用の損金算入タイミング： リチャージ費用を損金算入するためにはス
トック・オプションが既に行使されたか株式報酬が既に付与されていなければならないとする法
的根拠が完全には説明されていない。上述のとおり、このような取扱いは Lo & Lo事案の判決と
矛盾するように思われる。 
 

• 損金算入の金額： リチャージ費用が上場親会社が市場から購入した株式価額と同じか低い場合
に限り IRD は損金算入を認めるようである。商業的かつ現実的なリチャージ契約であれば、リ
チャージ費用の下方修正を認めるだろうと IRD は考えているからである。この見解は議論のあ
るところである。 
 
2013 年年次会合では、どのような要因をもってリチャージ契約が商業的に現実的であると決定
付けられるかに関する議論は行われなかった。仮に修正条項が一般的ではないという市場慣行に
リチャージ契約が従うとしたら、修正条項のないリチャージ契約は商業的に現実的ではないと結
論付けることは可能であろうか。他方、上場親会社による実際の取得価額が既定リチャージ額よ
り高い場合にリチャージ額の上方修正を認める条項がリチャージ契約に含まれていたら、どのよ
うな結果になるであろうか。リチャージ額の上方修正額は損金算入が認められるだろうか。 
 
IRD はリチャージの際にマークアップすることについての見解も示さなかった。仮にマークアッ
プが商業的に合理性をもって決定されていたら（例えば、上場親会社における事務コスト相
当）、その分のリチャージは過大とみなされるだろうか。 
 

• ストック・オプション・株式報酬の放棄又は取消し： ストック・オプション･株式報酬の放棄
又は取消しに関する論点は 2013 年年次会合において議論されなかった。ウェブサイト情報に掲
載された IRD の見解によれば、ストック・オプション・株式報酬が放棄又は取り消されたとき
には既に損金算入された金額は税務上売買収入として加算して査定されるべきとされている。こ
の取扱いはあらゆる場合に適用されるのか定かではない。例えば、ストック・オプション・株式
報酬が放棄又は取り消されたとしても雇用企業にリチャージ額を払い戻すとする条項がリチャー
ジ契約にない場合、雇用企業は放棄又は取消しがあっても何ら所得を認識しない。このような状
況における雇用企業は、ストック・オプション・株式報酬が後に放棄又は取り消されたとして
も、リチャージ契約に定める条件に従って費用を負担したのである。それでも過去の損金算入額
を売買収入として加算して課税算定を行うことは妥当であろうか。 

 
上述のとおり、株式報酬プログラムには様々な種類があり、その諸条件も様々であるため、税務上の取
扱いもケースによって異なりえる。株式報酬取引の税務上の取扱いに関して正式な裁判例や IRD による
包括的なガイドラインは存在しない。納税者は、特にリチャージ契約が関係する場合には法務及び税務
専門家のアドバイスやサポートを求めるべきである。リチャージ契約上の条件によっては、リチャージ
収入の課税関係やリチャージ費用の損金算入可否に影響を与える可能性がある。 
 
更に、株式報酬プログラムに海外のグループ会社が関係する場合には、株式報酬取引に関する会計・税
務制度が国によって異なる可能性があるので、不透明性が一層増加する。関係する企業は各国・地域に
所在するグループ会社への全体的な税務上の影響に注意する必要がある。また、リチャージが異なる
国・地域のグループ会社にまたがって行われる場合には税務以外の問題（外国為替規制など）も考慮す
る必要があると思われる。 
 
最後に 
 
効率的な株式報酬プログラムを策定するにあたっては、法務・規制・人事・財務及び税務すべてを考慮
しなければならない。制度設計や諸条件の僅かな差異がグループ会社に対して異なる税務上の影響を与
える可能性があるので、現在制度を有する会社又は今後導入予定の会社は専門家の助言を求めるべきで
ある。 
 
我々はまた納税者や税務実務家の疑問を解消するため、議論のある論点についての IRD の更なる解釈を
期待する。 
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